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日本　　下　　水道新聞2012年（平成24年）3月21日第2102号□管渠離業鵡羅鱗鵯烈灘　　　　後も下水道施設の応急復間や本復帳　　　　旧に協力している陸離高田市の　　　　　「震災対応」について紹介する。東シ　　　　日本大震災において同市は、市街ス鞄の大半が10mを超す灘で玉響　　　　的な被審を受け、海岸沿い低地部�dア∵　にある浄化センターや中継ポンプ1ム漂灘講談臨響翫斐備等　対応状況（鰹町筋業際を躰杢寮母副陸前高田市で応急復旧対応薮総難灘聴講撫護撫　　　　（2）応急対芯日高禽地域では、被災から王ヵ月程で水道と電力の復掴見通　　しが立ち、これにより滑水管へ流入する生活排水の増加が予想さオ／た。一方、　　低地部は、中継ポンプ施設の揚水機能が停止しているため、総懸からの下水　　が溢水し、不明者の捜索や瓦礫の撤去活動に対する衛生爾への影響が懸念さ　　れた。このため、高台の生活排水に対し學期の処理開始が司能であり、簡易　　処理よりも良妊な放流水質が得られる移動式の汚水処理プラント（MBRユ　　ニソト）を設置した。これにより安定かつ高度な下水処理が可能となり、低　　地部の衛生出題が解決された。　　　（3）本復旧対応篇現在、溜化センター供周再開に向け、復興譜画および今後　　の下水道事業運営を考慮した復旧方針を検討中であり、既設を荷効利用した　　上で、施設維持管理費が極力軽減できる処理照臨の見翻しを検討している。　　　朝憲の際は、敏速な調査や復iE江事が要求されるが、これらの作業には既　　存施設の台帳や竣工図等の資料が璽要となる。岡市は、灘波によりこ．れら資　　料が流出したもののミ管渠台帳システムミを導入していたため、甫役所以外　　でのデータバンクアップが存徹し、敏速な調査十手が町能となった。今劇の・皇　災害から、当社より各自治体へ提案している台帳システムの導入とデータバ　　ックアップの璽要性が再確認された。一

